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今回、一審被告から新たに控訴理由書と陳述書が提出されましたが、到底承

服できる様 4F内容ではなく、「積み紙」など独自の概念の記述 達)あ り、裁判所

に誤解を与えるような記述が多数ル)り ますθDで、念のためそσ)誤 り等に /´Dいて

述′
―くさせて頂きま・ 1~。

以下、まず、井手氏の陳述内容についての誤 りを1塗べ、次に、一審被 ilチ提 l‖

υ)控訂子理由書についての誤 りを述べたいと′1思いま・ ;~.

井出氏υ)陳述内容の誤 りについて

(1) 「年間販売日標Jや販売店と1/9関係性について
「年間販売日標Jに fDいては第一審で 1)十分な審理がなされたところです

が、「年間販売目標」を設定する際に、一審被告が主張するような双方にお

ける |一分な協議がなされたことは一度 1)あ りません。

おそらく、販売局内においては、どの販売店にどれだけ 1/‐l販売目標を提示

するか (つ まり仕入れ部数を課すか)について協議が十分になされていたσ)

だろうと思いますっしかし、販売店と一審被告とσD間 で、具体的な協議など

が行われたことなど一度もありませんし、根本的な「押し紙Jの減紙はおろ
か「年間販売日標Jを減らすことすら許されることはありませんでした。型、
の販売店経営の中で最後の数年間「年隔]販売目標」が下がつているのは、 t)

うこれ以 L私の販売店から利益を搾 り取るσ)は難 tノ いと一審被告が判断 し

たからだと思いますっ

ABC公査の偽装を指示する講義の中で、一審被告元販売局員の原氏が 「販
売局の毎月の定数会議は各販売店からいくら集金するか″)会議」であるとの

発言があつたことを記憶 しています。この発言一つからも、一審被告が、販

売店を一審被告に従属する性質の存在として考えていたことや、「年潜1販売

目標」が一審被告σD都合によって決められていたことが示されていると思い

ます。
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また、井出氏は販売店と新聞社の関係を「車の両輪」のような関係と陳述

されています。しかし、実際に販売店を経営しながら感じていた状況は全く

異なり、販売店は、車体である新聞社を支えるタイヤであると感じていまし

た。一審被告からは、タイヤが (押し紙によつて)すり減れば新しいタイヤ
と交換すればよいとの経営姿勢をひしひしと感じていました。

このことは、原判決に正しく認定していただいた「年間販売目標」に反す

る注文を許さない一審被告の姿勢や、一審被告のみの判断で一斉減紙を行つ

てきた経緯からも明らかだと思います

もう一つ、一審被告が販売店という存在をどのように考えているのかが分

かるエピソードを思い出しましたので、ここで述べたいと思います。

佐賀神社記念館で行われた青年部の創立二十五周年記念大会の中での話

であつたと思います。 (も しかしたら、周年の数字は正確ではないかもしれ

ません。)

当時の販売局長であつた江口氏が前年の一審被告の赤字決算を受け、「昨

今の紙面広告料の落ち込みは異常であり、これは君たち (販売店)が読者を
どれだけ増やしたところで追いつく様な金額ではない。」との発言をされま

した。本当に、一審被告が、新聞社と販売店が「車の両輪」であると考えて

おられたのであれば、このような発言はでないでしょう。

一審被告は、新聞紙面広告収入の利益率と新聞販売事業による利益率との

比較で、圧倒的に利益率の高い紙面広告料収入を重点的に考えていて、販売

店に対する供給部数 (販売店の仕入れ)は、紙面広告料収入を下支えするた

めの数字としか考えていないのだな、ということをしみじみ感じる発言で

す。

(2)営業紙について
井手氏は、販売店の営業についても細かな数値の計算までして陳述してお

られますが、販売店の営業について、365日 、24時間休みなく働いても
足りない業務内容を義務付けるかのような内容で、およそ非現実的ですし、

不合理です。

我々販売店も、当然、自店の利益の拡大の為にも読者を増やしていきたい

と考えています。そのための営業努力は惜しみません。しかし、それは、無

料の新聞紙を大量に仕入れてばらまくことではありません (そのようなこと

はできませんし、また、してはいけないはずです。)。 これまで、一審被告

は、繰り返し、販売店の営業活動内容 (何部の予備紙が必要であるか)は、
販売店の経営判断であり、その裁量に委ねられているから、一審被告は分か



るはずもないし関与すべきでもないと主張していました。しかし、一転して、

ありえない数字を義務付けるかのような説明に驚いています。

井手氏は、自社が派遣するセールスマンの活動を引き合いに出し、販売店

主も、この営業セールスと同じ営業活動 (戸別訪問営業)をすべきであると

するようです。しかし、戸別訪間のみを生業とするプロのセールスマンが 1

日回つて40軒なのですから、これと同一の個別訪問営業活動40軒を毎日
することなどおよそ不可能です。

販売店の仕事は、少なくとも原告販売店においては、夜中の 1時半には仕

事を始め、終了するのが朝の8時半です。ここから仮眠をし、セールスマン

が来る日 (来る時間は午前 11時)には資料の準備をします。また、午後に
なると次の日の折込チラシの組上げ作業があり、遅いと夜の6時、7時、時
にはもつと遅くまでかかります。これらに加えて、月末の領収書の発行、帳

票類の整理、月末の集金業務、月次の数度の定例会議や青年部活動など、営

業に回れる時間を確保することは容易ではありません。そのような中で、各

販売店は独自の方法で少しでも読者を増やすことが出来るように工夫する

わけです。一審被告の主張によれば、一日40軒の戸別訪間、1日 平均 10
軒の試読紙の配布、20軒のポスティングを毎日行うということになります
が、およそ不可能です。そうであるからこそ、費用を投じて、定期的にセー

ルススタッフの派遣を受けているわけです。

このような定期的なセールススタッフの派遣の他、必要十分で相当な営業

紙としては、予備紙 2%で十分賄えます。一日に配達漏れ等で必要な部数の
平均は多くて 1～ 2部であり、それ以外の40部以上を営業紙として使用で
きます。月初のおどり紙と月末の予約紙 (各 2～ 20部程度)が必要な時で
も、少なくとも20部以上を営業紙として使用できます。そもそも、本来は、
実際の配達先の変動に合わせて、数日間のみ、必要となった部数を追加で注

文すれば済むだけの話ですから、月初と月末にしか必要でないおどり紙と予

約紙のための部数を 1か月間毎日仕入れる必要もないのです (必要な時に必

要な分だけの注文に一審被告が応じないのは、販売店に対する供給部数を少

しでも多くしたいからだと思います。)。

このように、販売店において営業紙も含めたうえで2%を上限とする予備
紙で十分ですし、原判決もこれを正しく認めています。熊本日日新聞社は、

いち早く「押し紙」を排除した稀有で健全な新聞社ですが、この熊本田日新

聞社の各販売店の予備紙率は1.5%です。この予備紙率で十分に経営でき
ているという実態があり、原判決の認定の正しさを裏付けていると思いま

す。



(3)予備紙率について

井手氏は、私の販売店では少なくとも120部の予備紙が必要であると陳
述しています。しかし、月に120部の予備紙ということは月額 20万円以
上を費やすという事です。営業紙も含めた2%の予備紙等に加え、さらに、
仮に70部を営業紙として必要だと考えるとすれば、その仕入れ金額は月に
11万 8410円 になります。
この原価を新間の販売代金で相殺するためには最低でも40軒以上の新
規購読者の獲得が毎月必要になります。しかもこの数字は、すべて販売店自

らが読者に配達、集金まで行い、コストを一切かけないことが前提となりま

すが、現実問題としておよそ実現可能なものではありません。

井手氏の述べる予備紙数は全く現実を踏まえない机上の空論と言わぎる

を得ません。このような理屈がとおるのであれば、非現実的で不合理な机上

の計算を根拠に販売店に大量の仕入を強いるものに他なりません。

控訴理由書について

(1) 「積み紙」について
一審被告の主張によると、「積み紙」は「過剰予備紙のうち販売店の意

思で注文した部数」であり、「積み紙」の理由としては「販売店の名誉、

折込広告収入の存在、義理」などということのようです。

しかし、我々の業界において「積み紙」という概念はありません。少な

くとも、私が販売店経営をする中で聞いたことがありません。

一審被告 (あるいは新聞社一般)が、「押し紙」を販売店に責任転嫁し
正当化するために作出した概念だと思います。

購読者のいない大量の無駄な部数は、発行部数の水増しであり、紙面広

告料や折込広告料の詐取につながります。

いつたいどこに、ちっぽけな名誉や見栄や義理のためにすすんでこのよ

うな罪を犯そうとする販売店がいるでしょうか。ありえない話です。

一審被告は、動機として折込広告料に触れていますが、購読者のいない

大量の部数を仕入れることによって折込広告料が増えるということがあ

るのだとすれば、それは、クライアントを誦す行為です。このような罪を

犯してまで見栄を張り、経済的損失を出し続け、販売局員への義理を果た

し、挙句に廃業に至るなどということを誰がするでしょうか。販売店主は

みんな、一人でも多くの読者に自分たちが扱う素晴らしい新聞を届け、読

んでいただき、地域貢献していきたいと願う気持ちで一生懸命仕事に取り

組んでいるのです。積極的にこのような罪を犯す販売店などどこにもあり



ません。

我々販売店は、生殺与奪を握る新聞本社に逆らうことができず、経済的

損失を被りながら「押し紙」に苦しめられるだけでなく、同時に、クライ

アントに対する強い罪悪感に苦しめられてきたことは、原審の陳述書や尋

間においても述べてきたとおりです。

私の販売店においては、母親が店主だった時には「息子 (原告)に後を
継がせられない」という言葉を用い、私自身には「区域の縮小や改廃」と

いう言葉を用いて、「押し紙」を強いてきました。これを、「積み紙」と

いう言葉を作り出し、我々販売店が自ら望んで仕入れることにしようとす

るその姿勢に、言葉に表すことのできないほど強しν贋りを感じます。許さ

れない言い分だと思います。

また、一審被告は「部当たり単価」という言葉を使つていますが、この

概念も、販売店の「押し紙」に対する抵抗を少なくさせるために用いられ

る概念です。

「部当たり単価」は、折込広告料収入を送り部数 (定数)で除して算定
するため、あたかも、押し紙分の仕入代金がその部当たり単価分安くなる

かにみえます。

しかし、実際はそうではありません。折込広告料収入を単純に送り部数

で除するという方法は間違っています。仮に、押し紙に相当する折込広告

料を算定するとすれば、実配数に折込まれ実際に配達されたチラシ代金

と、配達されずに捨てられたチラシ代金を明確に区別し、それぞれ単価を

算定しなければなりません。このような計算をきちんとすれば、押し紙相

当分の折込広告料部当たり単価が仕入れ代金単価を上回ることがないこ

とはもちろん、相当程度填補される関係にもないことが分かります。

例えば、仮に、折込収入が400万円、実配数 1000部、押し紙 10
00部の店舗があつた場合、一審被告の言う部当たり単価は400万円+
2000部 で2000円 となり、仕入れ値 (1700円程度)を超えるこ
とになります。しかし、実際には、搬入された折込広告のうち、9割以上

は実際に配達されています。先の例で、これを少なく見積もり、実際に配

達される折込チラシが 7割強程度と考えても、実配数 1000部 に織り込
まれて配達された折込広告の料金は300万円程度、押し紙に対応して廃
棄された折込広告の料金は100万円程度となります。そうすると実配数
の部当たり単価が 3000円 、押し紙の部当たり単価が 1000円 とな
り、押し紙が増えるほど経営は悪化していくことになります。つまり、全

体を単純に除して算定する部当たり単価という考え方そのものが現実に



そぐわないもので、これもまた、さも押し紙代金を大きくカバーできてい

るように販売店に思い込ませるための概念といえます。

また、今回、区域調査票が提出され、この数字が実際に実配数と異なる

ことが、私が進んで購読者のいない大量の部数を仕入れていた証拠だと主

張しているので、一応、この点も一言述べておきます。

区域調査票も ABC公査の際提出を求められる可能性のある資料ですの

で、多数の予備紙がある証拠とならないよう定数を基に調整するよう指導

がなされていて、今回提出された区域調査票の記入についても一審被告担

当から定数に近い形で記載するように指示されていました。区域調査票の

目的は、担当の説明では、「あくまで他紙の動向を掴むために行うもので

ある。 (各店の実配数を把握するためのものではない)」 とのことでした

ので、他の販売店全体が定数に基づいて自店の配達数の部分は改宣して記

載させられていたものだと思います。

そもそも、実配数を把握する手段としては意味がないという趣旨のこと

は、一審被告自身が、この裁判あるいは関連裁判の中で説明していたと思

います。

私は、一審被告がいうところの「積み紙」をしたことなど一切なく、こ

の裁判が始まるまで「積み紙Jと いう言葉すら聞いたこともありませんで

した。平成 9年に販売店経営に携わり始めて平成 27年に廃業するまで、
新聞社の人間と交わした会話の中でも、一度も「積み紙」などという言葉

をきいたことも交わしたこともありません。

(2)購読部数の認定について
一審被告は、平成 27年 12月 に私の販売店から買い取つた部数から

すると、即配部数を除く実配数が2410部 であるところ、私が裁判の
中で主張していた同時期の実配数との間に60部の差があるとし、裁判
において提出した集計表に信用性がないと主張しています。

しかし、裁判で提出している集計表の記載は、 12月 に集金できる読
者の数であり、買取部数は、これに、翌 1月 からの新規読者が加算されて

いるので、数字に離齢があるのは当然です。年を越しのタイミングは新

規購読につながる確率の高いタイミングの一つですが、平成 27年は、
私の販売店経営の最後の年でもあり、例年以上に過去にお世話になった

読者を含めて増紙に励みましたので60部程度の 1月 からの新規購読予

定者がいました。なお、 1月 から購読を始める読者には契約開始日の数

日前から配達を始めるのがこの業界の通例です。一審被告が買い取つた



のは 12月 31日 時点において新聞を配達している読者ですが、 12月
31日 で集金が出来る読者ではありません。したがって、そこに差異が
出るのは当然の事になります。

(3)高級車の所有などとする指摘について
一審被告は、私の廃業の原因について、原審においても何の根拠もな

い噂話などを理由に浪費が原因であるなどと誹謗中傷ともいえる主張を

していましたが、今回も全く事実に反する主張を繰り返しているようで

す。

高級車 3台を含む 9台 もの自動車を所有していたという主張には、憤
りや怒りを通り越してあきれてしまうほどで、事実に反することは、一

審被告が指摘する固定資産台帳の記載をみるだけでも分かることだと思

います。

一つ一つ否定するまでもないとは思うのですが、念のため述べておき

ます。

最後に所有していたのは,私が使用していたものが 1台 (プレジデン
ト),母親が使用していたものが 1台 (ベンツ),業務に使用していたハイ
ゼットカーゴとミラの 2台です。ハイゼットカーゴはワゴンRからの買い

替え,その前がアル ト,その前がスズキの軽自動車です。プレジデントの

前がBMW,そ の前がシビックです。
一審被告が高級車と指摘する3台についての取得時期 0金額・使用期間

等について述べると、平成 9年に265万円の中古車 (BMW)を取得 ,
その後, 10年以上使用した後,平成 22年に185万円の中古車 (プ レ
ジデント)を取得しました。母が使用していたのは平成 17年に取得した
66万円の中古車です。とても高級車と呼べるような車ではありません
し、同時に所有していたものでもありません。

その他、原審でも述べたと思いますが、年中遊びまわっているなどとい

うことも当然ありませんし、株の取引や FX、 デー トレードなど一度たり

とも行ったこともありません。ただただ私の印象を悪くしようとする誹

謗中傷に等しい主張を何度も繰 り返しているとしか思えず、非常に残念

な気持ちになります。

(4)強迫に関して
これは一審被告の控訴理由書に対してではありませんが、原審で否定

された強迫に関して、私が感じていたことを補足して述べたいと思いま



す。

私が販売店主になつた直後の平成 21年及び平成 22年においては、
私が新販売店主になつたにも関わらず、母親からの引継ぎという理由で、

最初は契約書を作つてもらうことができませんでした。私は、人生を左

右する販売店経営者の地位を認める契約書は非常に大事なものだと認識

していましたので、これを作成しないということは、一審被告に異を唱

えるなど忠誠が認められなければ、いつでも契約をなかったことにでき

るための対応だと感じ、強い恐怖心・不安感を感じていました。

その後、一審被告への忠誠が認められたということからなのか、1年以
上経過していたと思いますが、ようやく契約書を作成してもらうことが

できました。ただ、作成日の日付は入つていないものでした。

また、私に納金に遅れが生じると何度も新聞社に呼び出され、面談を

実施されました。常に複数対私一人の構図で、販売局の密室の中、時に

は、副社長室で、複数の販売局員に囲まれて話をさせられてきました。部

屋に入つてくるときも、テーブルに着く際は持つてきた資料を乱雑に大

きな音を立てて置き、一言日から低い トーンの声で話し始めます。非常

に威圧的な雰囲気で、このような状況の中では、言いたいことを十分に

伝えることはできず、店舗が改廃や縮小にならないように、恐怖を感 じ

ながら気を付けて話さぎるを得ませんでした。

また、私が廃業する以前の話ですが、佐賀新聞販売店の中核を為すよ

うな販売店が複数廃業に追い込まれていました。どの販売店も大量の「押

し紙」を購入させられていましたが、中でも、一審被告に直接減紙を具体

的に申し込んだ販売店への仕打ちは、想像を絶するほど酷かったと聞い

ています。その本人から直接聞いたことですが、「押し紙」の仕入れ代金

を支払うために、銀行や親類、友人、知人からの借り入れは当然のことと

して、子供が通つている大学をやめさせて代金を支払えと言われたり、

販売店主ではなく店主の妻に再三再四督促の電話を入れ、店主の妻が病

的になるまで追い込んだり、店主が朝の業務が終わつて眠りにつく頃繰

り返し電話をかけ、眠る時間があつたら営業に回れと嫌がらせをされた

りしたそうです。「押し紙」を拒むと自分もこのような目に合うことにな

るのだろうと思い、強い恐怖を感じました。このことは、他の販売店の知

るところともなりましたので、販売店全体が恐れ慄いたのではないかと

思います。

最後に

私は、以上のとおり、一審被告の経営方針や販売店に対する対応について
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の問題点を述べてきましたが、決して、佐賀新
聞という新聞自体が悪い新聞

だと思つていたわけではありませんし、それ
は今でも変わりません。佐賀県

をより良くしたいという郷土愛の一杯詰ま
つた素晴らしい新聞であると思

っています。

だからこそ、一人でも多くの人に佐賀新間を読
んでもらい、現代社会で希

薄化している人間関係を、地域の絆を少
しでも紡いでいきたいと考えて販売

店を経営してきました。

しかし、これまで述べてきたように、一審被告
の中で、特に販売局と販売

店の取引関係だけが異常なものとな
つています。この点を正常化できれば、

素晴らしい新聞社になれるのだと思
います。

押し紙のきつかけは、もしかすると、全国紙
の苛烈な読者獲得施策から、

佐賀県民を守るためにやむなく行
った販売部数の水増し行為だつたのかも

しれません。初めは自社の利益のためではなく、大資
本の横暴に対抗するた

めの苦肉の策であつたのかもしれません。
しかし、県内での一定のシェアを

勝ち取り、他紙の横暴に打ち勝つた時点
で、この不正な取引から脱却できた

はずです。しかし、押し紙政策は、販売店
の犠牲のもと自社の利益確保の手

段となり、その経営方針が当たり前のこととな
つてしまつています。

ぁえて、今からでも遅くはないと言いた
いです。新たな「押し紙」を生み

出すことは直ちにやめて、これから先
の未来は健全な取弓|で、健全な経営を

していって欲しいと強く思います。

私は今回の裁判で自分の受けた不利益は勿論
返還して欲しいと思つてい

ますが、それ以上にせつかく素晴らし
い新聞を作つている一審被告が、販売

店との取引関係だけが不誠実なものにな
つており、ひいては信頼して広告を

出してくださつているスポンサ
ーを欺円する結果になつていることを改善

して欲しいと切に願つています。

どうか、裁判官の皆様のご慧眼で正しい判断をお願
いいたします。

以上


